
　　  ※公拡法：公有地の拡大の推進に関する法律

生産緑地地区としての指定が継続している期間において、100㎡以上の土地の有償譲渡（売買、交換等）を行おうとする場合は、契約の３週間前までに公拡法の

届出が必要でしたが、公拡法の改正により、生産緑地法第10条に基づく買取りの申出をした者について、市から買い取らない旨の通知があった日の翌日から

１年間は公拡法の届出が不要となりました。詳細については開発審査課にお問い合わせください。

◆生産緑地法に関すること

◆公拡法に関すること

　 電話：054-221-1408

　

※この改正は、令和６年９月19日以降に生産緑地法第10条に

基づく買取りの申出を行った者について適用されます。

　　　   生産緑地地区としての指定（都市計画法）

公拡法

（開発審査課へ届出） 　 開発審査課

　（静岡市役所静岡庁舎新館５階）

生産緑地法 　緑地政策課

　（静岡市役所静岡庁舎新館７階）（緑地政策課へ申出）

市の買取有無の確認期間 生産緑地取得のあっせん期間

公拡法の制度改正についてのご案内

（生産緑地地区に指定された農地の有償譲渡に関する届出義務が変わりました。）

１か月以内 約２か月間

【生産緑地法】

市（緑地政策課）へ

買取りの申出

【生産緑地法】

行為制限解除

【生産緑地法】

買取の有無を通知

（市→土地所有者）

都市計画変更

（都市計画法の生産緑地指定解除）

１ 年 間 は 届 出 不 要

この期間中に土地を

有償譲渡する場合は、

契約の３週間前まで

に届出必要

買取りの申出をした年度（4/1～3/31）

の翌年度の12月頃を予定

転売の場合等、買取りの申出をした者から

土地の所有権を取得した者が有償譲渡する

場合は、契約の３週間前までに届出必要


